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プレスリリース 

 

 
「日本の優秀企業研究」の調査結果について 

 
平 成 １４年 ６月 ２１日                    
独立行政法人経済産業研究所 

                                              （研究員  新原（にいはら）浩朗） 
 
１． 独立行政法人経済産業研究所（所長：青木昌彦 米スタンフォード大学教授）では、我

が国の厳しい経済環境下でも、良好な成果を挙げている日本企業を選択し、そこに特
徴として見いだせる共通条件を明らかにすることにより、我が国企業再生の方向を探
る一視座を得ることを目的として、「日本の優秀企業研究」（研究員：新原浩朗）を実施。 

 
２． 経済財政諮問会議（議長：小泉内閣総理大臣）においては、経済活性化のための方

策を検討中であるが、その一環としての国民運動の展開を目指して、「動け！日本」を
推進。 
 本研究プロジェクトは、同会議からの依頼に基づき、「動け！日本」の一環として位置
づけられ、国民的に議論を深めることを想定。本研究の最終的な成果の公刊後、内閣
府と経済産業研究所の共催でシンポジウムを開催する等、各般の国民的運動を展開
することを検討。 
 今般、研究結果についての要旨が取りまとまったので、本日６月２１日夕刻に開催さ
れる経済財政諮問会議にこれを提出し、公表することとなったもの。 

 
３． 具体的には、中長期にわたって、収益性、安全性、成長性等の観点から良好な成果

を示す日本企業を例示的に選び出し、どのような要因がうまくいっていない企業との違
いを形成しているのかを分析し、共通要因を抽出した。 

 （例） 総資本経常利益率の値 
  トヨタ：５．７２％（業界平均 ４．１７％） 
  キヤノン：単独１３．０４％、連結９．９２％（業界平均６．２１％） 
  花王：１４．５９％（業界平均 １０．５２％） 
  マブチモーター：単独１３．０３％、連結１１．９４％（業界平均２．５４％） 
  信越化学工業：９．５１％（業界平均５．２８％） 
  任天堂：１９．２１％（業界平均 ６．９０％） 
  ヤマト運輸：８．１５％（業界平均 ３．８３％） 
  シマノ：６．３０％（業界平均 ３．４７％） 
  本田技研工業：７．２９％（業界平均 ４．１７％） 
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  セブンイレブン：２０．２４％（業界平均 ５．６８％） 

 なお、サンプルとして抽出した企業の中で、要因分析を行った結果、他社の経営にも
参考になる要因が含まれていると判断されるいくつかの企業の分析結果については、
最終的な研究成果に盛り込んだ上で最終報告を公刊する予定。 
 調査結果の概要、下記のとおり。 

 
４． まず、全般に一般通念と異なる特徴として見いだされた点、下記の二点。 

（１）優良な成果を出している企業の所属している産業は、必ずしも、勢い良く成長中
の先端業界というわけではなく、産業全体の成長性がいかなる状況にあっても、何
かしらの優良なビジネスモデルが成立しうること。即ち、競争力とは、「企業競争
力」であって「産業競争力」ではないこと。 

 （例）マブチモーター（売上高経常利益率２０～３０％） 
       →民生用小型マグネットモーター。平均単価７２円。技術的に成熟。 
    シマノ（国際シェア７割） 
       →自転車部品等。ローテク製品。 
    信越化学（時価総額 デュポン、ダウケミカル、ＢＡＳＦ、バイエルに次いで世界５

位） 
       →日本の不得手とされる化学。 

（２）優良な成果を出している企業の所属する産業は、必ずしも貿易財で国際競争に
直接さらされている産業に限らなかった。国内の内需を中心としたビジネスモデル
を前提とした企業もあった。 

 （例）セブンイレブン、ヤマト運輸、花王（海外売上の利益は全体の１２～３％だけ） 
  また、輸出企業でも、当初内需を中心にしてビジネスモデルの足場を固めたものも多

かった （例）任天堂 

５． 良好な成果を挙げる企業に特徴として共通的に観察できた事象は、下記の六点。な
お、当初は、いわゆる米国型の指標、経営手法を採り入れた企業が多いのではない
か、と推定したが、これは、良好な企業、良好でない企業双方ともに観察され、いわ
ゆる米国型の「形」の導入自体は、あまり重要な要因とは判断されなかった。 

 
①取り組む事業の範囲－分からないことは分けること 
 うまくいっている企業は、企業が意味のある考え、コンセプトの１つの固まりになってい
る。そして、自企業について、そのコンセプトを明快に説明できる。さらに、それが、自企
業で採り上げる事業と採り上げない事業の境界になっている。 

 企業理念が意味のある一群の固まりを構成していて、かつ、それが、形だけでなく、自
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企業が取りくむべきでない事業を判断するうえで、実際にも有効に機能しているかどうか
がポイント。 

 事業の選択と集中ということ自体は、うまくいっている企業、うまくいっていない企業を問
わず、今や、たいていの日本企業が主張している。 

 良好な成果を挙げる企業とそうでない企業が区別がされた要点は、その会社がやらな
いこと、やめなければならないこと、やるべきでないことを問われた場合に、それらが明
確になっているかどうか。優良企業の経営者については、ある事業について質問を受け
たとき、「それは、うちの仕事ではない。」と断言するケースが多く見られた。 

 うまくいっていない企業の場合、個々に現在やっている事業を１つ１つ脈絡なく読み上
げ、読み上げ終わるとこれらが企業のコンセプトであるといった説明になってしまうケー
スがあった。 
 いくつもの動きを同時に起こしたり、いくつもの目標を同時に追求することは、力を分散
させ、焦点をぼけさせる。当初のビジネスモデルは、極めて魅力的で優秀な成果を上げ
ていたにも関わらず、その成功によるキャッシュで当初のコンセプトを逸脱して、多角化、
巨大化したために、一気に悪い成果を示し始める企業があった。 

 社長が現場の実態を体感できることは、想像した以上に極めて重要に思われた。現場・
現物・現実の３現の重視。 

 経営トップが分からないなら、分割する、捨てる、やめる。分かったふりをしているケー
スがもっとも成果が悪かった。合併などのように統合するのではない、分けることが重要
（企業分割、他企業との事業交換、事業売却、完全撤退など）。 

 持ち株会社はひとつの選択肢ではあるが、相当な努力を払わないと、中途半端な形に
なる可能性が高く、成功例は多くはない。 

  ある意味での狭さ、それの外側はやらないという境界性と内に含まれている技術や製
品のあらゆる意味での連関性、絡み合いがあることは、社内での自然発生的なコミュニ
ケーションをも容易にし、シナジー効果を生んでいることが観察された。 

 なお、いわゆる長期経営計画のようなものの策定に力を入れているか否かでは、良い
企業と良くない企業を区別することは、全くできなかった。良好な成果を得ていない企業
でも株式市場を意識してか、立派な計画が策定されていた。 
 
②論理的（ロジカル）であること－常識や他企業の成功例を無批判に受け入れるのでな
く、自己についてきちんと考えて、考えて、考え抜くこと 

 ロジカルであること。即ち、なぜそうしているかについて、理由が突き詰めて考えられて
いるかがポイント。 

 各種の経営手法については、うまくいっている企業、うまくいっていない企業を問わず、
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いまや、日本の経営者はよく「勉強」していた。違いは、勉強するのとそれ以上に自分で
考えているかどうか。うまくいっている企業は、常識を疑って、考えて、考えて、考え抜い
ている。うまくいっていない企業は、コンサルタントの意見の無批判な導入や同業者のま
ねが多かった。 
 
③傍流の意味－自社を客観的に眺め、不合理な点を見つけられること 

 良好な成果を上げる企業の社長を見るとき、言い方は良くないかもしれないが、経営者
は「傍流の時代」とも言うべき現象が観察された。 

 即ち、各企業のど真ん中と考えられるルートをスムーズに出世してきた人よりは、多少
はずれたところ、周辺部分やとんでもないところで働いていた人が例外的に本社の中枢
に戻り、抜本的に直してうまく改革に成功するケースが多く見られた（創業者一族の場合
であれば、当初は社長に就任することが想定されておらず、アクシデントでたまたま就任
することとなった場合。サラリーマン経営者の内部登用で社長に就任し、企業改革に成功
した場合でも、エリートコースでない傍流の出身や子会社に長く出向経験のある場合。）。 

 なぜこれらの社長が成功するのか。調査の結果次のように推定した。 
 既存事業やその時点の中心事業にしがらみがないので独立した思い切った判断が可
能であるとの要因の他に、第一に、外から客観的に自社を眺める機会を得られているこ
と、第二に、就任したときに、中心の外から来たので、不合理な点がよく見えること、が重
要と思われる。 
 
④危機を企業のチャンスに転化すること 

 良好な成果を示す企業は、追いつめられたときにこそ、新しい方向性を見いだしている
ケースが多かった。即ち、危機をもって千載一遇のチャンスに転化していることを意味。 

（例） 
・ 玩具用のシェアが１００パーセントであったマブチモーターは、日本製玩具の鉛毒問題
で大打撃を受けたからこそ、単品モーターの用途を他用途化し発展の礎を築いた。 

 ・戦後長距離路線への進出に出遅れ、商業貨物の輸送市場で競争に負けて会社存亡
の危機に瀕したからこそ、ヤマト運輸は、宅急便市場を切り開けた。 

 
 ただし、今回の調査で、もう一つのカテゴリーの企業は、あらかじめ常に社内に危機感
を植え付ける文化をもっていた。 
 即ち、優良企業の中には、自己満足を嫌い、神経質なほど危機感を鼓舞している会社
があった。 
 これに対し、うまくいっていない企業は、本当に会社が危ない状態でも、社員がうちはつ
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ぶれない会社と信じているケースが多かった。 

 企業が常に存続の危機にあることを社内に伝えていく文化があるかないかは、うまく
いっている企業とうまくいっていない企業の大きな分かれ目になっていると観察された。 
 
⑤身の丈に合った成長を図り、事業リスクを直視すること 

 良好な成果を示している企業は、資本市場に邪魔されない自立性を有している場合が
多かった。これは、キャッシュフローの管理の問題。生み出すキャッシュフローの範囲の
なかで、身の丈に合った投資を行っていくのが、優良企業の１つの考え方。 
 
⑥経営者が持続性のある規律の文化を企業に埋め込んでいること 

 良好な成果を示す企業には、経営者が規律なのではなく、経営者と従業員を律する持
続性のある規律の文化が埋め込まれている場合が多かった。 
 企業に対する規律といえば、無論、資本市場からの規律が重要である。しかし、それに
加えて、良好な成果を示す企業となるためには、経営者や従業員に対して、使命感や倫
理観といったものが最終的には規律の文化として作用する必要。 

 金は大義にはならない、世の中、社会のために仕事をすることが大義となるというよう
な考え方が、結局は、企業を長期的発展に導くと考えられた。 

 結局、最後にたどりついた優秀企業のイメージとは、「愚直に、まじめに、自分が分か
る事業をやたら広げずに、きちんと考え抜いて、情熱をもって、取り組んでいる企業」と
いうまっとうなものであった。 

 


